
○全県の核となる総合周産期母子医療センターの機能強化 

○小児救急医療体制の充実強化                                     

○不足する産科医、小児科医、救急医の確保                             

周産期医療体制、小児救急医療体制の充実 

○目標：周産期母子医療センターの機能を強化する。 

●対策 
 (1) 総合周産期母子医療ｾﾝﾀｰの機能拡充を図るための施設・設備整備（2,007百万円） 
    NICU30床、GCU30床、MFICU15床の増床等 
 (2) NICU後方支援体制の整備（75百万円） 
      地域療育支援施設の設置・運営、ＮＩＣＵ退院児に対するショートスティ支援の実施 
 (3) 地域周産期母子医療ｾﾝﾀｰと連携する救命救急ｾﾝﾀｰの設備整備（221百万円） 
    さいたま赤十字病院における母体救命機能の向上（救命救急ｾﾝﾀｰ設備整備に対する支援）  

○目標：小児救急医療体制を整備する。 

●対策 
 ○ 所沢、朝霞地区における小児救急医療体制の整備（25百万円）  

   所沢市民医療ｾﾝﾀｰにおける小児初期救急２４時間・３６５日体制の確立 

       （施設改修に対する支援） 

    ○ 小児救命医療体制の整備を図るための支援の実施（72百万円） 

   ＰＩＣＵの設置・運営 

○目標：医師等確保対策を推進する。 

●対策   
 (1) 周産期母子医療ｾﾝﾀｰ、救命救急ｾﾝﾀｰに勤務する医師・看護師の処遇改善（126百万円） 
       学会等参加費の助成 
  

西部第一保健医療圏における課題を解決する方策 

１ 課題を解決する方策 

課題１ 

周産期医療体制の崩壊 

 

 

 

課題２ 

小児救急医療体制の危機 

 

課題３ 

産科医、小児科医等医療 

人材の不足 

２ 地域医療再生計画終了時の姿 



   

    東京都 
       都立清瀬小児病院 

         H２２．３再編統合により移転 

 

 

   

埼玉県地域医療再生計画 
（西部第一保健医療圏：多極ネットワーク型周産期医療体制の整備） 

現状 

所沢・朝霞地区 

埼玉医大総合医療センター 

（総合周産期母子医療センター） 
NICU30床、GCU22床、MFICU15

床 

多数の小児患者が受
診 

所沢市民医療 

センター 

（４９床） 

国立病院機構 

西埼玉中央病院 

（３２５床） 

○ ハイリスク出産の増加 

○ ハイリスク妊産婦の母体搬送の混乱（約１５％が近隣都県へ） 
○ ＮＩＣＵ絶対数の不足／必要病床数１８３床に対し８４床 

○ 所沢・朝霞地区における小児救急医療機能の不全 

○ 産科医、小児科医等医療人材の不足 

課題 

埼玉医大総合医療センター 

（総合周産期母子医療センター） 
NICU60床、GCU52床、MFICU30床 
ハイリスク妊産婦の受入体制強化 

 

国立病院機構 

西埼玉中央病院 

（３２５床） 

所沢市民医療センター（４９床） 
小児初期救急２４時間、３６５日体制確立 

実施後 

二次救急バックアップ 

二次救急バックアップ 

防衛医科大学校病院 

（８００床） 

中央保健医療圏 

さいたま赤十字病院 

救命救急センター 

母体救命機能の整備 

県立小児医療センター 

地域周産期センター 

NICU15床 

自治医大さいたま医療センター 

地域周産期センター 

NICU６床 

相互補完機能の強化 



利根保健医療圏における課題を解決する方策 

課題３ 
産科医、小
児科医等の
医療人材の
不足 

１ 課題を解決する方策 

○目標：医師・看護師確保対策を推進する。 
●対策 
(1)臨床研修医研修資金貸与事業(46百万円) 
 ・産科、小児科、救急の分野を目指す研修医に研修資金を貸与 

(2)地域枠医学生奨学金貸与事業(224百万円) 
 ・H22年度からの大学医学部定員増地域枠の医学生に奨学金を貸与 

(3)民間主催の合同説明会の参加（45百万円） 

(4)救急周産期母子医療センター医師・看護師緊急確保事業(71百万円) 

(5)医師派遣事業(74百万円) 
 ・県立小児医療センターの非常勤医師を県内の小児救急拠点医療機関に当直医として派遣 

課題１ 
中核的医療
機関の不足 

○目標：かかりつけ医カードと医療情報のネットワーク化による医療連携システムの構築を図る。 
●対策：IT技術を活用した地域医療連携システムの構築(1,159百万円) 
 ・電子カルテ、オーダリングシステムの導入による診療情報の共有化 
 ・かかりつけ医カードの普及による「かかりつけ医」の定着促進 
 ・医療連携の核となる中核的医療機関の施設整備及び機能強化 

課題２ 
小児救急医
療体制の危
機 

○目標：小児科中核拠点病院の整備と県北地域の小児救急医療体制の再構築を図る。 
●対策 
(1) 土屋小児病院を地域小児科センターとするための機能強化(837百万円) 
 ・24時間・365日体制の小児二次救急医療体制の確保 
 ・既存25床から40床への増床 

(2) ハイリスク母体・新生児受入体制の強化(40百万円) 
(3) 児玉・大里保健医療圏における小児救急医療体制の再構築(45百万円) 
 ・地元地方公共団体による大学寄附講座の創設 

２ 地域医療再生計画終了時の姿 

○不足する産科、小児科、救急医の確保 
○機能分化した地域の医療機関が役割分担し、地域の限られた 
 医療資源を効率的・効果的に活用 
○小児二次救急医療体制の充実強化 

地域特性を活かした医療連携の推進と先導的
な小児救急医療体制の整備 



埼玉県地域医療再生計画（利根保健医療圏：医療連携・小児救急医療に重点化） 

○小児救急医療体制に不備 

○特定の病院への患者集中によ
る地域医療の機能不全 
○医療連携において使用される 
検査機器、高度医療提供機 器の
機能劣化・陳腐化 

現状 

診療所 

済生会栗橋病院(325床) 
地域の中核病院 

診療所（かかりつけ医） 
（二人主治医制：主治医Ｂ） 

実施後 

データベースサーバ 

土屋小児病院(40床) 
地域小児科センター化 

（24時間365日救急医療を実施） 

行田総合病院(504床) 
地域の中核病院 

(仮称)久喜総合病院(300床) 
地域の中核病院 

東埼玉総合病院(193床) 
糖尿病診療拠点病院 

（二人主治医制：主治医Ａ） 

患者 オンライン 
ネットワーク 

加須市医療診断センター 
画像診断施設 

検査データ 
登録 北埼玉郡市医師会立 

メディカルセンター 
臨床検査施設 

課題 

土屋小児病院 
(25床) 

加須市医療 
診断センター 

北埼玉郡市医師会立 
メディカルセンター 

東埼玉総合病院 
(193床) 

(仮称)久喜総合病院 
(300床) 

行田総合病院 
(408床) 

済生会栗橋病院 
(310床) 
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